
令和 7 年 6 月 23 日 

 

飯南町長　塚原　隆昭　様 

 

飯南町社会福祉協議会 

会 　長 　　小 　野 　　彰 

 

飯南町立保育所の今後のあり方に関する協議について（依頼） 

 

　夏至の候　ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

　平素より、本会の社会福祉事業につきまして、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 

　さて、貴町の要請により平成２４年度から受託しております「飯南町立保育所」の運営に

つきまして、令和７年６月２０日に開催した本会理事会の決議により、「今後の飯南町立保

育所の今後のあり方について」協議する場を設けていただきたく、特に保育所設置数につ

いては、年々保育士確保が難しくなっており、令和８年・９年度とも入職の期待が薄いこと、

合わせて、すでに今年度末での退職申し出があることから、早急に「飯南町保育所設置条

例第 2 条の改正（別表）」をご検討いただき、保育所設置数を見直していただきたいことを

合わせて要望させていただきます。 

さらには児童が安全で安心して保育所へ登所できる人的・物的環境づくり、保護者に飯

南町の保育環境のすばらしさを感じていただける町立保育所を今後も目指すべきと考え

ますので、次の要因を鑑みた協議の場を設置くださるようお願いいたします。 

　 

 

① 保育士確保が年々困難になっている 

② 児童数の減少 

③ 出生数の伸び悩み 

④ 保育士人員基準以上の加配の必要性 

⑤ 施設の老朽化、立地の危険性 

 

 

　　なお、令和８年度当初で保育士数が不足することがすでに予想されること及び現状が

続くと適切な保育に支障をきたす恐れがあることから、一時休所の措置をお願いする場合

もございます。これは、児童の安全はもとより、保育士の過重労働を避けるため（離職防止

含む）の手立てでございます。 

　大切な児童をお預かりする受託者として、責任が持てる環境づくりにご理解いただきたく、

重ねてお願い申し上げ、ご依頼といたします。 
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資　　料

 

１． 保育士の状況（保育士有資格者で常勤のみ掲載。調理員除く。（１）は産休・育休含む。） 

※休業は、すべて産前産後休業および育児休業 

 

２． 児童数の状況 

　　 

３． 施設の状況 

 

４． 出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

５． 課　題 

１） 保育士養成校の現生徒で、「飯南町医療及び福祉従事者確保対策助成金」を活用し

ている生徒が極めて少ない（１名　本会調べ）。 

２） 県内保育士養成校へ在籍する町内出身の生徒も極めて少ない（１名　本会調べ）。 

３） 民間営利企業の賃上げにより、福祉職を選択する生徒は減少している。 

 保育所名 定　員 竣工年月 災害ハザードマップ

 赤名保育所 60 昭和５６年４月 浸水危険区域

 来島保育所 60 昭和６３年１月 なし

 桜ヶ台保育所 60 平成８年４月 なし

 さつき保育所 20 昭和５９年１月 土砂災害特別警戒区域（急傾斜地）

 
年　度 町派遣保育士数 社協保育士数 合　計（１）

（１）のうち半年

以上の休業者

 令和３年度当初 5 31 36 2

 令和４年度当初 5 35 40 2

 令和５年度当初 5 36 41 5

 令和６年度当初 5 30 35 2

 令和７年度当初 5 30 35 ２（予定）

 年　度 赤名保育所 来島保育所 桜ヶ台保育所 さつき保育所 合　計

 令和３年度末 48 47 45 7 147

 令和４年度末 48 40 50 7 145

 令和５年度末 45 37 45 10 137

 令和６年度末 41 32 41 10 124

 令和７年度当初 37 30 40 13 120

 年　度 人　数

 令和３年度 22

 令和４年度 26

 令和５年度 14

 令和６年度 10



資　　料

４） 出生数が劇的に増加する要因が見当たらない。 

５） 町内４所のうち、３所は昭和に建設されている。 

６） 町内４所のうち、２所は災害警戒区域に設置されている（赤名、さつき）。 

７） 保育士を加配しなければならない状況が続いている。 

８） 極一部の離島やへき地では、「公務員保育士」を公募している例があるが、効果検証

が必要と思われる。 

９） 近隣市町の他の保育所では、主任保育士が担任を持たず、余裕ある配置にしている

ため、離職防止につながるとともに、職員のスキルアップにつながっている。飯南町の

場合、所長や次長まで保育に入る日が多くある。 

１０）　昨年度は、中途入所をお断りする事例があった。「子育て世代が住みたい町」として

は、こうした事例は避けなければならない。 

 

６． 今後の方向性（社協からの提案） 

１） 早急に４保育所を３保育所にすることで、保育士に若干の余裕ができ、児童へ良い影

響が出るとともに、直面している保育士不足を一時的に解消でき、中途入所を断らな

い体制が構築できる。 

２） 災害警戒区域に保育所があることは望ましくなく、また今後の出生数を考えた場合で

も、近い将来は２保育所に縮小すべきと考える。


